






 

  
１. 鳥取市 取り組み詳細 

鳥取市では、60MHz 同報系防災行政無線を主力の情報伝達手段とし、これに 60MHz 戸別受信機、FM
自動起動機能付き防災ラジオ（コミュニティ FM 緊急割込放送）、スマートフォン向け防災アプリケーシ
ョンを自動連携させている。複数の災害情報伝達手段を採用し、目的・用途に応じた多重化が実施されて
いる点が特徴となっている。 
また、音声情報は、住民に緊迫した状況を伝えられることを重視し、自動読み上げ音声のみでなく防災
行政無線で実際に放送した肉声音声を、連携する複数の情報伝達手段に対して遅滞なく同時に配信できる
設計としている。 
 

システム概要 

<図１・鳥取市防災ラジオ> 
（出典 鳥取市提供画像及び鳥取市防災ラジオパンフレットを参考に作成） 

◎ 60MHz防災行政無線（屋外スピーカー） 

誰もが平等に情報を受け取ることのできる緊急情報伝達手段として、住民が特別な機器を有さずとも情
報の伝達が可能な屋外スピーカーを 384局整備している。 
 

◎ 60MHz戸別受信機 

◎ FM自動起動ラジオ 

60MHz 戸別受信機は、自主防災組織・消防団・町内会等の地域のリーダーや要配慮者施設等、特に情報
伝達の必要性が高い人・施設へ配布することとしており、1,499 台を整備済みである。情報伝達の確実性
が高い一方で、1 台あたりの単価が比較的高く、アンテナ工事等が必要になる場合もあり、多数の世帯へ
の配布が難しいため、特に情報伝達が必要な人・施設への配布としている。 

コミュニティ FM 局を利用した FM 自動起動機能付き防災ラジオ（コミュニティ FM 緊急割込放送）を
整備している（図１）。FM 局に防災行政無線の受信機を設置し、緊急割込み装置によって災害発生時に
は直ちに FM波による放送が実施される。その FM 波を受けた防災ラジオは、自動的に起動し、防災行政
無線または Jアラートの放送内容を音声で流すことができる。 
防災ラジオは、比較的に安価に整備することが可能であるため、一般世帯向けに 1 万 5,701 台を販売し
た（住民負担 2000 円、定価約 1 万円）。当初の計画では、2000 台程度販売する予定であったが、地域の
防災意識が高く、初年度で 1万 2千台の希望があり、想定を遙かに上回る台数が販売された。その後も、
災害発生等のタイミングで、継続的に追加購入希望が入っている。 
 



 
 
  

◎ CATV音声告知端末 

普段から頻繁に防災行政無線を使用して情報発信を行うと、住民が放送に慣れ、緊急放送のインパクト
が薄れてしまうため、鳥取市では 60MHz防災行政無線での放送は災害情報の伝達のみとしている。 
生活情報やイベント情報等を含む平時/災害が発生した緊急時の双方に使用可能な情報伝達手段として、
エリアごとでの情報発信も可能な CATV音声告知端末の購入補助制度を導入し、主に町内会長から地域住
民への情報伝達手段として活用している（図２）。電話等で告知内容を告知放送センターに録音し、ケー
ブルテレビ網を使って音声告知専用端末から配信することができる。 

<図２・ケーブルテレビ音声告知用端末のシステム> 
（出典 鳥取市地域内情報伝達設備整備事業補助金パンフレットを参考に作成） 

◎ 防災アプリ 

鳥取市防災アプリは防災行政無線及び J アラートと連携した配信を行っている。ダウンロード数は約
7000DL となっており、下記のような機能を有している。 
 

 ・ 防災行政無線・Jアラート連携 
［防災行政無線やJアラートと連携して、緊急情報を言語による音声メッセージと文字の両方で自動配信する。］ 

 ・ 緊急プッシュ通知 
［スマートフォンがマナーモードの時でも、緊急情報の場合には文字と音声メッセージでお知らせする。］ 

 ・ 多言語対応 
［スマートフォンに設定された言語に応じ、日本語・英語・韓国語・中国語・ベトナム語・ポルトガル語・ドイツ語・ 

ロシア語で表示。］ 
 ・ FM鳥取リンク 

［RADIO BIRD(82.5Hz)のインターネットサイマルラジオのリンクボタンを設けてある。］ 
 ・ 防災地図 

［災害別ハザードマップ閲覧可能。］ 
 ・ 災害体験 AR（図３・右写真） 

［カメラに映る風景に災害発生イメージを重ねて表示、避難所の方角を表示。］ 
 



 
  

警戒レベル３ ・○○地区に、警戒レベル3、高齢者等避難を発令しました。 
・ご高齢の方など、避難に時間のかかる方は早めの避難を開始してください。 
・避難場所や、浸水の恐れの低い知り合いの家など、安全な場所に避難してください。 

警戒レベル 4 ・緊急放送、緊急放送、直ちに避難せよ。 
・○○地区に、警戒レベル4、避難指示を発令。 
・○○川の水位が上昇し、生命、身体の危機。 
・直ちに避難するか、屋内の高い部屋などに避難せよ。 
・今すぐ危険な場所から避難せよ。 

警戒レベル 5 
（災害切迫） 

・緊急、緊急、命の危険。 
・〇〇地区に、警戒レベル５、緊急安全確保を発令  
・堤防決壊のおそれあり。 
・今すぐ、高い場所に避難せよ。 
・命を守る行動をとれ。 

警戒レベル 5 
（災害発生） 

・災害発生、災害発生、命の危険。 
・〇〇地区に、警戒レベル５、緊急安全確保を発令  
・堤防決壊。 
・遠くへの避難をやめて、今すぐ、高い場所に逃げろ。 
・命を守る行動をとれ。 

<図３・鳥取市防災アプリの概要(左)、災害体験 AR(右)> 
（出典 鳥取市防災アプリパンフレットより抜粋、鳥取市提供画像） 

運用概要 

「避難情報に関するガイドライン（内閣府）」の防災行政無線の伝達文例を一部修正し、警戒レベル４避
難指示以上の避難情報は命令口調とするなど、より効果的に緊迫感を伝えることができるように工夫して
いる。なお、従来通りゆっくりと単調なペースで放送する際には、放送音の反響を想定した文言の区切り
と単語間の無音時間を調整して、聞き取りやすい放送に努めている。 

◎ 鳥取市 命令口調での伝達文例抜粋（浸水害の場合） 



 
  

 
▶実災害での活用事例：令和 3年 7月豪雨、令和 5年台風 7号◀ 

 肉声の音声を届けることができるため、命令口調にするなどの工夫によって緊迫感を伝えることが
できるようになった。令和３年７月豪雨において、防災行政無線の放送を聞いた住民が「これは逃げ
ないといけないと思った」と地元新聞に答えており、平成３０年７月豪雨と比較して避難率に向上が
見られた。また、令和５年８月の台風第７号においても、避難情報の改正に伴い放送のひな型をより
端的かつ繰り返し回数を増やしたところ、防災行政無線放送に緊迫感があり実際に避難したという旨
の市民の声が地元テレビ局で放映され、令和３年７月豪雨と比較しても避難率が向上した。 

奏功事例導入による効果 

効果 1 防災行政無線の導入により、住民が特別な機器を所有せずとも、屋外のスピーカー
で誰もが平等に情報を受け取ることが可能となった。また、迅速かつ情報ソースの
信頼性が高い Jアラートによる地震災害や国民保護情報の伝達が可能となった。 

効果 2 肉声の音声を届けることができるため、命令口調にするなどの工夫によって緊迫
感を伝えることができる。命令口調の放送を導入後、避難率の向上が見られた
（平成 30 年 7 月豪雨（敬語）避難者率 0.7%、令和 3 年 7 月豪雨（命令口調） 
避難者率 1.17%、令和５年８月台風７号 避難者率 1.06％)（図４）。 

災害名 放送案文 対象世帯 避難世帯 対象人数 避難者数 備考
数値 前回差 数値 前回差 比率 数値 前回差 数値 前回差 比率

H30.7豪雨 敬語 79,852 453 0.57% 188,751 1,318 0.70% 全域に大雨特別警報発令
R3.7豪雨 命令口調 58,630 -21,222 847 394 1.44% 136,785 -51,966 1,606 288 1.17%
R5.8台風第7号 命令口調 81,915 23,285 720 -127 0.88% 181,859 45,074 1,934 328 1.06% 全域に大雨特別警報発令

<図 4・避難者数・避難者率> 
（出典 鳥取市提供資料） 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈職員の実感〉  

『避難情報の発令に関心を持つ住民が増えていると感じた。』 
『恐怖感によるものなどもあるが、鳥取市防災アプリや防災ラジオの整備が進んだこ
とに併せて、SNS への投稿も確認でき、避難情報を聞き流す住民がわずかでも減少
していると期待できる。』 

 
 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈住民からの声〉  

『防災関係者や現に危機が身近に迫っていた地域の住民からは、命令口調等放送方法
の改善は比較的高評価である。』 
『壮年層からは、命令口調等への恐怖感や防災行政無線の音声が聞こえないことを主
に指摘される。若年層からは、屋外からの音声情報伝達は効率的でない旨を指摘され
る。屋外拡声子局の近隣の住民からは騒音に関する苦情が寄せられる。』 
『要配慮者や支援者からは、緊急情報伝達の多様化を求められている。』 

 
 



 

 

  

２. 奏功事例の導入経緯 

奏功事例導入前に抱えていた課題 

鳥取市では元々、放送する文言が伝わりやすいよう、すべての避難情報でゆっく
りと単調なペースで放送を行っていた。しかし、放送内容が聞き取れないとの市
民からの声が多かった。 

課題 

奏功事例導入の契機 

平成 29 年台風第 18 号（床上浸水 22 件、床下浸水 31 件）、平成 30 年７月豪雨（床上浸水７件、床下浸
水 27 件）発生時に、防災行政無線が風雨により聞き取れないという連絡が複数あった。避難すべきか分か
らないという声や、自宅にいる時に浸水する等正常性バイアスが働いていると危惧する意見も見られ、情
報伝達手段の多様化の実施を検討する契機となった（防災ラジオ：令和２年、防災アプリ：令和４年）。ま
た風水害時、屋外で詳細な音声情報を正確に伝達することに限界を感じ、危険が迫っていることを知らせ
て適切なタイミングでの避難行動を促すことを重視することとし、放送案文や放送方法の改善を行うきっ
かけとなった。 
 
導入にあたって課題となったこと・議論されたこと 

・ 防災行政無線整備の費用対効果。 
・ 騒音と聞こえづらさの問題のバランス（屋外拡声子局の設置位置と住居の距離によって、聞こえづらいと

ころとうるさいところができる）。 
・ 聴覚障がい者への対策。 
・ 防災面での多国語対応の遅れ。 

 

鳥取市の地理的特徴・想定される災害 

 鳥取市は、一級河川である千代川が市の中央を縦断しており、市街地の広い範囲が浸水想定区域内と
なっている。また、山地に囲まれている地形であることから、土砂災害警戒区域に指定されている場所
が多く、合わせて、谷に沿って流れる中小河川も多いため、風水害による被害を特に警戒している。過
去には昭和34年の伊勢湾台風、昭和36年の第二室戸台風、平成16年台風第23号等で死者を含む人的
被害が生じており、令和3年7月豪雨では本市で初となる警戒レベル5緊急安全確保を発令するなど、
過去から現在を通して風水害は発生しやすい地域である。 
本市の北部には昭和18年9月10日発生「鳥取大地震」の震源である鹿野・吉岡断層が東西を横断し

ており、その南側には岩坪断層、東側には雨滝釜戸断層が存在しているため、地震の被害も想定される
ことから、９月 10 日を「鳥取市防災の日」と定め、鳥取大地震の教訓を風化させないよう毎年訓練を
実施している。 

◎ 導入にあたっての課題 



 
  

３. 整備コスト・スケジュールについて 

※鳥取市ヒアリングに基づき作成 

◎ 導入にあたっての工夫 

・ 防災行政無線の屋外スピーカーの音が聞き取りにくいという課題に対処するため、実際にスピーカー
からサイレン音を流し、音圧・聞こえ方の確認をする調査を事業者に委託して実施した。この調査を踏ま
えて、音達エリアとしてカバーし切れていない場所には、スピーカーの増設をするよう対策を実施した。 
・ 聴覚障がい者の使用や室内に音声が到達しない場合を想定し、防災アプリなどのツールを追加整備し
た。文字で見ることのできる防災アプリは、マナーモードでも自動機能が可能な仕様としている。 
・ 防災アプリを 8か国語対応とした。 

整備コスト 

◎ 初期整備 

・ 鳥取地域の防災行政無線の新設とその他地域（６町２村）の既設防災行政無線のデジタル化改修。 
・ J アラート更新。鳥取地域とその他地域の防災行政無線整備は、平成 16 年～令和 5 年に及ぶ計画とし

て進められており、その間の平成 22 年と令和元年に J アラートの更新時期を迎え、システム更新及び
設備改修を行った。 

・ 初期整備費用については、緊急防災・減災事業債を活用した。 
 

◎ 維持管理 

・ 防災行政無線とコミュニティ FMの連携を行うために、拡声器の子局ユニットに相当する受信装置と緊
急割込放送を行う装置をコミュニティ FM局に設置している。24時間対応の保守点検を行っている。 

 

◎ 初期整備・維持管理に必要な設備経費等の項目一覧 



 

  

整備スケジュール 

鳥取市は、平成 16 年に旧鳥取市（鳥取地域）と周辺のその他地域が合併した。その当時、旧鳥取市には
防災行政無線がなく、その他の地域にはアナログの防災行政無線が整備されていた。そこで、鳥取地域に
デジタル化した防災行政無線網及び親局を整備し、その他地域のアナログ防災行政無線設備と連携させた
のち、その他すべての地域のデジタル化更新を順次進めることとした。令和 2 年までに全地域での施工を
完了している（図 5）。 

<図 5・システム導入スケジュール> 
（出典 常総市提供資料） 

４. 今後の課題 

現在抱えている課題 

情報伝達手段の多様化により、迅速な情報伝達を実現するためには対応職員を増員
する必要があるが、災害時には人手不足となることが想定されるため、システム対
応が必要である。 

課題３ 

防災行政無線が自営回線であるが故に、被災した場合の復旧に時間がかかる。 課題 2 

防災行政無線の経年劣化により、継続的に多額の費用を要する。 課題 1 

緊急情報を正確に伝達できた場合にも、住民からどのように行動すればよいか分か
らないと意見をいただくことがある。 

課題 4 



 

 

５. その他 

課題克服のために検討していること 

・ 鳥取市の扱う情報伝達のシステムを一元的に管理できる一斉配信システムの導入が可能となるよう研究中である。 
・ 避難情報に対して自身の行うべき行動が分からないという声に対しては、防災教育を一層進める必要があると考え

ている。学びの機会の提供として、防災アプリの防災教育コンテンツ充実を図りたいと考えている。 
 

▶鳥取市で整備済みの災害情報伝達手段◀ 

・ 防災行政無線 親局1基（遠隔制御装置9台）、中継局18基（簡易中継・再送信含む）、子局376基 
・ 戸別受信機（60MHz）1791台 
・ ＦＭ自動起動ラジオ「鳥取市防災ラジオ」（15500台～ 現在も販売中） 
・ コミュニティFM緊急割込放送 
・ スマートフォン向け防災アプリケーション「鳥取市防災アプリ」（約7000ダウンロード） 
・ 登録制メール「とっとり地域ぼうさいメール」 
・ CATV音声告知端末 
※その他、SNS・県整備システム・緊急速報メールなど市独自システムではない複数の情報伝達手段を利用 

鳥取市役所危機管理課 益田様よりメッセージ 

 
防災をはじめとする行政事務の DX 化は、近年目覚ましい進歩を遂げており、本市としても防災アプリを導
入するなど少しでも多くの市民ニーズに対応できるよう努めています。 
しかし、公共施設のファシリティマネジメントと同様に、ソフトウェア整備に関してもシステム導入後のオ
ペレーターの練度向上や関連機器の改修を含むイニシャルコストなど、一度導入すると取り返せない「投
資」があり、自治体毎の色に合わせたシステムの選別と将来的な拡張を見越したシステム構成を深く検討す
る必要があります。 
先進技術に飛びつくのではなく現在の仕組みで実現できる市民ニーズを整理・熟考し、今後必要となるシス
テムの取捨選択を冷静に判断することが重要と考え、新たなシステムに関する情報収集と既存システムの段
階的事業縮小を研究しているところです。 
本市では、風水害時には防災行政無線の音声が聞こえない場合があることを認め、正確な内容の伝達を防災
アプリや L アラートなどの文字情報に頼りつつ音声情報は緊迫感を心理的な伝達をすることに振り切ること
で、今後整備すべき情報伝達手段の方向性を固めていきました。 
デジタル技術の発展途上である今こそ、現在導入しているシステムに愛情を注いで、潜在能力の模索と能力
の限界を正確に理解してあげることが必要と考えます。 

60MHz 防災行政無線とその他の災害情報伝達手段による多重化  命令口調の放送による住民避難の促進（令和 5 年 7 月台風） 
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１. 常総市取り組み詳細 

常総市が導入した 280MHz デジタル同報無線システムは、280MHz 帯（ポケベル波）を用いた文字情報
通信システムである。屋外スピーカーや防災ラジオに対して送信された文字情報を受信機が音声合成して
音声情報を提供する。 
回り込み特性及び浸透性に優れる 280MHz 帯の電波を活用し、広い範囲で安定的に利用することが可能
である。電波が強いことから、送信局１台で広大な範囲をカバーすることが可能であるため、多数の中継
局が不要となり、コストが抑えられる。また、庁舎と中継局を結ぶ回線は地上回線と衛星回線とで二重化
されており、耐災害性も高いシステムになっている。一斉送信機能も導入可能であり、常総市では、ホー
ムページ、登録制メール、SNS、公式 LINE、Yahoo!!防災速報、緊急速報メールなどと連携している。 
常総市では、 
・60MHz防災行政無線の屋外スピーカー200局（屋外への情報発信用） 
・280MHz デジタル同報無線システムの防災ラジオ機能付き戸別受信機 4604台（屋内への情報発信用） 
を整備している。元々60MHz 防災行政無線（親局 1 機、再送信子局 4 機、子局 200 機）のみを整備して
いたが、戸別受信機の需要が高まったことから、価格を抑えて戸別受信機を整備可能な 280MHz デジタ
ル同報無線システムを新規導入し、防災ラジオ機能付き戸別受信機 4,604台を整備した。戸別受信機は、
約 3,000円の個人負担で、希望者全員に配布している。 

280MHz デジタル同報無線システムを新規導入後も、既
存の 60MHz 防災行政無線の屋外スピーカーを継続運用し
ている。280MHz のシステムに 60MHz 防災行政無線を連
携させることで、１つの操作卓から双方のシステムへ情報
発信することを可能にし、ワンオペレーションでの運用を
実現している。 

＜図１・配信局 操作卓と戸別受信機＞ 
（出典 常総市提供画像） 

システム・運用概要 

常総市・坂東市の送信局協働利用について 

常総市では、隣接の坂東市（図２）と 280MHz デジタ
ル同報無線システムの送信局を共同利用することによ
り、整備費用・保守費用双方を大幅に抑えた。送信局を
新規整備する必要がなくなったことから、初期整備費用
が大幅に抑えられている。送信局の保守管理は坂東市で
実施しており、常総市では送信局のランニングコストの
一部を負担している。 
平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨水害以来、鬼怒川・小
貝川沿いの自治体による減災協議会が発足しており、地
域としての防災意識も高く情報交換も活発なことから、
坂東市との交渉・覚書締結も速やかに進んだ。常総市・
坂東市の事例を参考に、近隣の他自治体においても
280MHzシステムの送信局の共同利用を実施している。 
 

<図２・常総市と坂東市の位置関係> 
（出典 エスアイ総合研究所作成） 



                                                                      
 
  

 
▶実災害での活用事例：台風時の災害情報発信◀ 

 令和 3年度以降は、例年の台風時の災害情報の発信に活用している。 
   

 

奏功事例導入による効果 

効果 1 戸別受信機の導入により、年間 100件程度あった住民からの「防災行政無線の音
声が聞き取れない。」といったクレームが 1桁に激減した。 

効果 2 280MHzデジタル同報無線システムは、電波の回り込み特性及び浸透性に優れてい
るため、戸別受信機の屋外アンテナが不要となり、アンテナ設置工事費用がかか
らないなどの理由から、戸別受信機 1台あたりの整備費用を大幅に抑えられた。 

効果 3 操作の利便性が上がった。旧システムは操作卓の操作方法等が複雑だったが、新
たに導入されたシステムについては PC 上での文字情報のタイピングのみとなり
直感的な操作が可能となった（図 3）。 

効果 4 60MHz 防災行政無線やメール・ホームページ等のその他の情報伝達手法との連
携により、情報配信のワンオペレーション化が実現し、災害発生時でも２～３人
での対応が可能となった。 

効果 5 副配信局はパソコン一台であるため、常総市の庁舎が使えないような事態でも、
パソコンを坂東市の放送局に持って行けば配信が可能となる。 

効果 6 庁舎と中継局を結ぶ回線が地上回線と衛星回線で二重化されていることから、耐
災害性の確保が実現した。 

■配信内容 

  ・タイトル：台風 13号の接近にご注意ください。 

  ・本文：こちらは防災常総です。 

      茨城県では、9月 8日から 9日にかけて台風が接近する見込みです。 

      土砂災害や低い土地の浸水、河川の増水、道路の冠水、強風等に十分注意してください。 

      台風が接近する前に、暴風に伴う停電や、断水などのライフライン途絶に備えましょう。 

また、不要不急の外出を控えるなど、安全の確保に努めてください。 

今後の気象情報や、交通情報、鉄道運行状況に注意しましょう。 

           （過去に実際に配信した放送文） 

 



 

<図３・新旧システムの操作卓の比較> 
（出典 常総市提供画像） 

【旧システム操作卓】 

→ボタンが多く操作性や画面表示も複雑 

 

【新システム操作卓】 

→PC端末から直感的な操作が可能 

 

２. 奏功事例の導入経緯 

 

常総市の地理的特徴・想定される災害等 

本市のほぼ中央には一級河川の鬼怒川、東側のつくば市との境界には小貝川が流れている
とともに、両河川の中央には八間堀川が流れており、東部の低地部は広大な水田地帯、西
部は丘陵地となっており、集落や畑地、平地林が広がっている。鬼怒川河川氾濫等の水
害、地震やそれに伴う原子力災害等の災害による被害が想定される。 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈職員の実感〉  

『複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。』 
『操作卓の直感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。』 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈住⺠からの声〉 

『戸別受信機は、当初、4,000 台配備したが住⺠からの要望により 約 600 台
追加することとなった。』 
『戸別受信機の導入により、年間 100 件程度あった「放送が聞き取れな
い。」といったクレームが 1 桁に激減した。』 

新旧システムの比較とそれにより得られた効果 



  奏功事例導入前に抱えていた課題 

60MHz 防災行政無線の屋外スピーカーを整備していたが、台風や豪雨時に防災
行政無線の音声が聞こえないとの住民からの苦情が多かった。 
 

課題１ 

課題２ 
屋内にいる人にも情報発信ができるよう、戸別受信機や防災ラジオを整備する必
要性を感じていた。 
 

奏功事例導入の契機 

平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨において、非常用電源を喪失した為に防災行政無線が使えなくなり住民
への災害情報発信ができなくなるという事案が発生した。その経験を経て、情報収集を進めるなかで、隣
接する坂東市が 280MHz デジタル同報無線を導入し、戸別受信機の配付を実現していた事例を知り、
280MHzデジタル同報無線システムの調査を行った。 

導入にあたって課題となったこと・議論されたこと 

60MHz防災行政無線と 280MHzデジタル同報無線システム間の責任分界点の整理 

常総市では、280MHz のシステムを親局とし、これにぶら下がる形で 60MHz 防災行政無線を連携させる
よう整備する方針をとることとした。60MHz防災行政無線と 280MHzデジタル同報無線システムのベンダ
ーが異なるため、システム間連携における責任分界点が問題となったが、280MHz デジタル同報無線シス
テムと 60MHz 防災行政無線との間に「60MHz 防災行政無線側が管理する遠隔制御装置」を導入し、そこ
を両システムの責任分界点として接続することで決着した（図 4）。 

<図４・システム連携と責任分界点> 
（出典 常総市提供資料をもとにイメージ図作成） 

新規

◎ 導入にあたっての課題 



 
  

既存のシステムとの兼ね合いについて議論が重ねられた。 
常総市では、既存の 60MHz 防災行政無線と新規導入した 280MHz デジタル同報無線システムを併用する
という判断に至ったが、その他の選択肢についても話し合われた。より先進的な技術を活用した双方向マ
ルチデバイスの活用も検討したが、将来的に防災無線や防災ラジオがスマホ等の別の手段で代替される可
能性もあることから、既に整備している 60MHz 防災行政無線も生かし、かつコストを抑える選択をとっ
た。 
 

３. 整備コスト・スケジュールについて 

整備コスト 

整備スケジュール 

常総市では、280MHz デジタル同報無線システムの導入を決定後、坂東市への共同利用の申し入れからシ
ステムの稼働開始まで約１年かけて 280MHz システムを導入した（図５）。 
整備にあたり、280MHz のシステムの新規導入と、60MHz 防災行政無線との連携を同時並行で進めた。

280MHzシステムの事業者を決定後、既存の 60MHz防災行政無線の事業者と責任分界点の決定を行い、そ
の責任分界点となる遠隔制御装置の発注を進めながら、280MHz システムの整備工事を実施した。工事と
同時進行で、防災ラジオの配布希望者を調査し、発注をかけ、納品されたラジオを配布した。280MHz の
新規整備が先に完了し、その後遠隔制御装置が納入され、60MHz との連携・ワンオペレーション化が完了
した。 
 

◎ 導入にあたり重点的に議論した点 

・ 坂東市の送信局を共同利用することで、送信局を新規整備する必要がなくなり、初期整備費用が半分
以上抑えられた。 

・ 戸別受信機の整備費用も、280MHz では１台あたり 2 万円 程度と一般的な戸別受信機と比較して低額
である。さらに屋外アンテナが不要なことから、戸別受信機の屋外アンテナ設置工事費用も削減され
る。 

・ 280MHzの整備にあたり、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を受給した。 
 

◎ 初期整備・維持管理に必要な設備経費等の項目一覧 

※常総市ヒアリングに基づき作成 



 

  

<図５・システム導入スケジュール> 
（出典 常総市提供資料） 

４. 今後の課題 

現在抱えている課題 

60MHz 防災行政無線と 280MHz デジタル同報無線システムの二つのシステムを併用
しているため、保守費用が二重にかかっている。60MHz については、数年に一度の
バッテリーの交換等の保守管理および不具合による修繕作業やそれに伴う費用が生じ
ることもあり、今後 60MHz防災行政無線をどう運用していくか検討が必要である。 

課題１ 

庁舎が使えない事態が発生した場合も、外部からの操作による配信などができな
い。Wi-Fi による接続などを可能にすれば自宅等の庁舎以外の場所からの情報発信も
可能となるが、実現していない。 

課題２ 

坂東市の放送設備に不具合があった場合には、放送ができなくなることも課題であ
る。坂東市以外の自治体等の放送設備も共用可能となれば、耐災害性が一層向上す
ると考えている。 

課題３ 

５. その他 

運用にあたっての工夫 

避難指示を出す際には、屋外スピーカーと戸別受信機の双方でサイレンを鳴らし、より伝達可能性を高めることとし
ている。特に、屋外スピーカーでの放送は聞き取りにくいケースも多いが、「何かが起きている」という住民の「気づ
き」を与える工夫として、サイレンを運用している。 



 

 

その他の「災害情報伝達手段」関連での取り組み 

平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨水害の際、非常用電源
設備が浸水被害を受けて一時的に使用できなくなり、防
災行政無線による情報発信もできなくなってしまったこ
とを踏まえ、非常用電源設備の周囲に約２ｍの排水装置
付防水壁を設けた（図６）。 <図６・防水壁> 

（出典 常総市提供画像） 

常総市で整備済みの災害情報伝達手段  

① 280MHzデジタル同報無線システム 
 ・送信局（坂東市と共同利用）、配信局１機 
 ・防災ラジオ機能付き戸別受信機 4,606 台 
②  60MHz防災行政無線 

 ・親局１機,再送信子局 4機,子局 200機  
 ・戸別受信機 100台 
③ その他 

 ・ホームページ 
 ・登録制メール 
 ・SNS 
 ・公式 LINE 

常総市役所防災危機管理課 生井様よりメッセージ 

 当市では、防災ラジオを導入する際に、他のシステムとの比較検討に大変時間がかかりました。最
後の決め手は、誰をターゲットに情報を届けたいか。確実に情報を届けるためには、どの媒体がもっ
とも確度が高いかという観点で同システムを選択しました。結果、情報の多重化にともなう連携のし
やすさや、職員の情報配信に関するオペレーション軽減という副次効果も得ることができました。将
来的には、より利便性の高い画期的な情報配信手段も開発されると思いますが、導入した時期や現在
の状況を踏まえると、ベストな選択だったと考えています。 

◎ 既存施設の耐災害性向上 

280MHz 同報系無線を隣接自治体と一部共有し、コスト削減 

/茨城県常総市 

 





 

  
１. 深浦町 取り組み詳細 

深浦町では、令和２年度に携帯電話網を活用した情報伝達システムを導入した。本システムは、通信経
路として携帯電話 IP 通信網（無線網）を利用するものであり、人口カバー率の高い携帯電話網を利用す
ることで、広い範囲に情報を発信することが可能である。 
本システムは、携帯電話会社が管理するクラウド上のデータセンタ－サーバーや通信網を利用するた
め、自治体側が親局や中継局等の送信設備を新規に建設する必要がなく、PC（配信コンソール）１台の
みで操作、配信ができる仕組みとなっている。このことにより、初期整備費用や整備にかかる時間を大幅
に抑えられる。また、庁舎が津波浸水地域に位置している深浦町では、庁舎外で端末を操作し、情報発信
することが可能となるようシステムを構築している。 
多様な情報伝達手段に情報発信することができ、一斉送信システムにより専用の SIM カードを挿入した
屋外スピーカー、戸別受信機、タブレット端末等の複数の情報受信端末に情報を配信している。また、緊
急速報メールや防災アプリとも連携しており、アプリについては文字や音声に加え、webハザードマップ
の URL や、開設した避難所の一覧等のデータ添付による情報伝達も実施されている。 
 

システム概要 

<図１・深浦町防災行政情報伝達システムの概要> 
（出典 深浦町提供資料をもとに作成） 

運用概要 

深浦町では、携帯電話網を活用した情報伝達システムの受信端末として、屋外スピーカー74 機（町内
全域）、戸別受信機 150 台（うち 100 台を稼働中）を整備している。スピーカーの高性能化を実施し、住
民への情報伝達精度の向上を行った。地形等の原因による難聴地域に対しては、戸別受信機を配布して対
応している。戸別受信機については、基本的には従来型（図２・左）のものを配布しているが、聴覚障害
者向けには文字表示機能のある警告灯付きタブレット型端末（図２・右）を配布している。 

◎ 携帯電話網を活用した情報伝達システム 



 

  
<図２・戸別受信機（左・従来型、右・警告灯付タブレット型）> 

（出典 深浦町提供資料） 

また、携帯電話網を利用する IP 通信網は、携帯電話圏外地域には情報発信ができないため、圏外となる
町内の長慶平地区（約 30世帯が居住）については、地域振興局とそれに連動する戸別受信機 25台（うち
20 台を稼働中）を整備済みである。役場から有線でつないだ地域振興局を新設し、地区内の戸別受信機
に地域振興波による送信を行っている。なお、地域振興局についても携帯電話網を活用したシステムの操
作端末と連携しており、携帯電話網のシステムと同様の操作卓（庁舎 PC 端末）から情報配信が可能な仕
様となっている。 
一斉送信システムにより携帯電話網を活用した情報伝達システムと連携しているスマートフォンの防災
アプリは、1092 人(R5.11.14 時点)が登録している。高齢化率の高い地域であるため、アプリケーション
導入においては、広報誌などにおける紹介のほかに、行政連絡会議等で各地区の代表者に説明するととも
に、必要な方にはインストール支援を直接行った。こういった取り組みにより、各地区での口コミによる
普及が進んだ。 

 

  実災害での活用事例：令和４年大雨  

令和 4年 8月 3日からの大雨による災害発生時に気象情報や避難情報の発信に利用した。 
大雨警報・土砂災害警戒情報等、J アラートの情報が自動的に配信された。また、洪水の
警戒レベルが上がった際等にもスピーカー・戸別受信機・アプリでの放送・配信を実施し
た。 
アプリでは、上記に加え、放送にすると長文になるため聞きとりにくくなってしまう「開
設した避難所名」の一覧や、WEBハザードマップの URL等の詳細な文字情報も掲載した。
このことにより適切な避難につながったと考えている。 



                                                                      
 
  

奏功事例導入による効果 

効果 1 携帯電話会社が管理するクラウド上のデータセンタ－サーバーや通信網を利用す
るため、自治体側が親局や中継局等の送信設備を新規に建設する必要がなく、初
期整備費用や整備にかかる時間を大幅に抑えられた。 
 

効果 3 アプリによる文字情報の配信により聞き逃しが減少した。また、放送のみよりも
詳細な情報伝達が可能となった。 

効果 2 新システム導入によって、遠隔操作及び文字入力による放送・配信が可能になっ
たため迅速性と汎用性が向上した。特に、津波浸水地域に庁舎が位置する深浦町
においては、庁舎外からも遠隔で情報配信ができるようになったのは大きな状況
改善となった。 

効果 4 情報発信機能がクラウド化され、設備の一部が携帯電話事業者の管理となること
によって、防災システムの耐災害性が向上した。 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈職員の実感〉  

『合成音声の活用により、放送を読み上げるスキルを習得するコストが無くなった。
生声のように話者の技量によるところはなくなった点は、良かったと思っている。』 
』 

 複数のシステムにまとめて情報を配信することできるので、作業時間が減った。操作卓の直

感的な操作や合成音声の利用が可能となり、利便性があがった。 

〈住⺠からの声〉  

『アプリによって文字で確認できるのは良いという意見が上がっているが、合成音声
が聞き取りづらいという意見もあった。』 
』 

２. 奏功事例の導入経緯 

 
深浦町の地理的特徴・想定される災害等 

 集落の多くが、海岸線と山林に面しているため、地震による津波浸水や、大雨による土砂崩
れ、中小河川の氾濫等が想定される。 






































































































